
鳥取地区工業用水道事業ユーザー説明会
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日時:令和８年７月２８日（火）１３時～
場所:企業局東部事務所研修室

鳥取県企業局



本日の説明内容
１ 鳥取県議会での議論

２ 令和７年度決算概況

３ 民間活力等ポテンシャル調査結果（令和７年度）

４ 料金値上げ幅を抑制するための企業局による取組

５ 工業用水の水質監視強化対策
（水質測定器の追加導入）

６ 今後の予定
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鳥取地区工業用水道

日野川工業用水道



鳥取県議会での議論

令和８年６月定例会一般質問概要（自由民主党 川部 洋議員）

○①県の工水事業は、整備時の需要見通しがずれ、低い契約率のまま、多額の固定費を抱える構造に
あり、事業本来の目的を果たせていない状況にある。②収支は恒常的な赤字で、一般会計からの繰
り入れや出資金、未返済借入金、累積欠損金に支えられており、独立した公営企業会計として、持
続可能ではない。③廃止コストは清算型の一時費用であるが、継続コストは赤字や更新投資として
累積していく。先送りするほど、県の置かれる条件は悪くなる。④鳥取地区については、継続有利
とした県の戦略会議の試算が、県自身の後続の資料によってすでに揺らいでいる。➄日野川につい
て、状況は鳥取地区よりは悪くないが、契約率は5割に満たず、今後の需要増も見込みにくく、構造
的な赤字体質は鳥取地区と同じ。その上、大規模な改修更新が控えており、需要が伴わなければ過
剰投資になりかねない状況。

○以上から、鳥取地区工業用水道については、継続を前提とした現在の方針を改め、今年度中に廃止
という方向性を打ち出すべきだと考える。次に、日野川工業用水道について、着手済みの弓ヶ浜区
間バイパス管整備以降の投資判断の前に、継続と廃止を同一条件で比較した試算を県民に示すこと
が必要であり、今後の需要見通しのもとで、以降の改修投資を織り込んだ上で、今年度中に事業の
将来の方向性を明確にすべきと考えるが、知事の所見を伺う。
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鳥取県議会での議論

令和８年６月定例会答弁概要（平井知事）

○工業用水というのは、これは県民の貴重な財産であると議会は決議をされました。私もそうだと思
います。そう軽々に廃止できないので、みんなが困っている。これは非常に政治的な問題です。

○最大の論点は何か。それはこの県の産業と雇用です。我々が本当にやらなければいけないのは今こ
こにある産業を守ることです。実は産業ってのは生き物でありまして、どういうふうに転んでいく
かわからないわけです。その時に水はないよっていう競争条件で果たして立地しますかっていうこ
とであります。そこはですねやはりよく考えたほうがいいと思う。

○議会も含めて料金をどうするかということがあります。しかし、その料金制でこの企業というのは
運営されるもんですから、これは議会も含めて経営を改革せよというんだったらば、料金上げるべ
きだ。そういうふうな決議をされるとかですね、本当の意味での経営改革というのを求めるのであ
れば、収入を増やすということも、1つの選択肢になるんじゃないでしょうか。
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鳥取県議会 本会議・委員会等インターネット映像配信
https://www.kensakusystem.jp/tottori-vod/video/R08/R080623-00-1.html



鳥取県議会での議論
令和８年６月定例会答弁概要（平井知事）

○井戸水を掘ればいいじゃないかというお話があります。地下の地下水構造によるんだと思いますけ
ども、鳥取市あたりではですね、残念ながら、掘ると塩水に近いものが出てきます。これ海の水で
はないというふうに調査の中でわかってきています。これはおそらく地下水の中にそうした成分が
含まれるものがあって、これが出てくるんだろうと。西部の方はどうかというと、弓ヶ浜、これよ
く議場でも言われますが、あれは、いわばレンズ状の構造になっていて、塩水、海水が下の方に
あってそれよりも軽い水が浮いているわけですよね。このモデル多分正しいんだと思います。真水
のところをくみ上げてしまって、なくなるとどうなるか。浸透圧がかかって、塩水が上がってきま
す。あの辺の農業が水を汲んでたとすると、それが塩分になって耕作できなくなってしまう。だか
らそこはやはり切り離して工業用の水は、真水を供給する。そういう管路を⾧くても引かなきゃい
けないっていうことがあるんです。

○水の問題というのは非常に重要でありまして、川部議員がおっしゃるように、その経営についての
影響というのはしっかりと考えなきゃいけないし、最大限努力しなきゃいけないことだと思います。
そういう意味で今日のご指摘は非常に重要であって、ぜひ議会の方でもよく議論をしていただき、
我々に対するこういうことができるんじゃないかというご指導もいただければいいと思います。そ
の最終的なやり尽くした後で、もうこれは廃止するしかないと、本当におっしゃるのであれば、議
会の方で発議をしていただきたいというふうに思います。
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令和７年度決算概況
○令和７年度の工業用水道事業は、約１．２億円の赤字となり、１７年連続の赤字となった。
（営業収益 約４．４億円、営業費用約６．１億円、営業損失約１．８億円、経常損失約１．１億円、当年度純損失約１．２億円）

○累積欠損金は、平成１２年以降積み上がり、約４２億円となっている。



令和７年度決算概況
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○工業用水道事業は、資産に占める固定資産の割合が約９７％と非常に高い事業である。
○企業債が、累計約３１億円、他会計借入金が約９億円あるのに対し、現金預金は、約２億円となっている。
○現金預金は、令和７年度の単年度資金収支が約１．１億円の赤字であり、大幅に減少している。

3,092,370,875



令和７年度決算概況
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○令和７年度は、令和６年度と比べ、新たに給水開始した事業所が３事業所あったが、事業廃止した事業所もあっ
たため、日野川工業用水道の契約数は２事業所増加し９３事業所、契約水量は２，３００㎥/日増の３８，３４０
㎥/日となった。
○一方、鳥取地区工業用水道事業は、令和６年度と比べ、事業所数と契約水量の増減はなかった。



令和７年度決算概況
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○健全経営の指標である経常収支比率は、５年連続100％を下回っており、料金水準の妥当性を示す料金回収率も同
様に、５年連続100％を下回っている。
○一方、有形固定資産減価償却率は、前年度より増加しており、施設の老朽化は進んでいる。



令和７年度決算概況
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○令和６年度と比べ、業務費が約６０百万円増加している。増加は、民間活力等ポテンシャル調査費や日野川工業
用水道渇水対策既存施設調査検討業務等による委託費の増、日野川工業用水道４号配水本管水管橋塗装工事等に
よる修繕費の増が影響している。



令和７年度決算概況
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○営業費用のうち減価償却費の割合が、全体で５割（日野川:３９％、鳥取地区:７４％）を超えており、日野川
においては、委託料、修繕費、動力費を、鳥取地区においては、委託料、動力費を如何に抑制するかが必要。



令和７年度決算概況
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○業務活動によるキャッシュ・フローは、約１００万円の黒字であるが、投資活動にキャッシュ・フローが約２３
７百万円の赤字であるため、資金が大幅に減少し、令和７年度末で約１８０百万円となっている。



令和７年度決算概況
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○令和８年度以降、経営の継続に必要な現金を確保する必要があるため、工水需要の拡大、適切な料金見直し、経
費削減等を総合的に行い持続可能な経営を確保する。

R12R11R10R9R8R7R6区 分
595593514513599547534収益
506506427427434454443給水収益 ※１）

81797877817981⾧期前受金戻入
8899841410その他 ※２）

759747728700781671586費用
289286283276423304232運転経費 ※３）
401396390374320325311減価償却費

69655550384243支払利息
△ 164△ 154△ 214△ 187△ 182△ 124△ 52収益的収支

643461711483516529722資本的収入
442302530328392264410企業債
119114118123124197198出資金

0000068114工事負担金
82456332000国庫補助金

840678877610632633884資本的支出
524347593360398297532建設改良費
286318271250234336352企業債償還金

3013130000他会計借入金償還金
△ 197△ 217△ 166△ 127△ 116△ 104△ 162資本的収支

15△ 15△ 519△ 7△ 11184資金収支 ※４）
187172187192173180291現金預金

※１）給水収益:工業用水道事業協力金含む R11に、日野＋5円、鳥取地区＋3円の料金改定を見込む
※２）収益のその他は、受取利息、退職給与金に係る他部局負担金 等
※３）運転経費:人件費、修繕費、委託料、市町村交付金 等
※４）資金収支＝収益的収支+資本的収支+減価償却費+除却損-⾧期前受金戻入+引当金増減+他会計借入金等

<単位:百万円>



民間活力等ポテンシャル調査結果（令和７年度）
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○鳥取県営工業用水道事業の経営改善や効率的運営を達成することを目的として、様々な民間活力手法等を検討し、
現状の課題等を洗い出すためのポテンシャル調査を実施した。
○同調査では、経済産業省から、①今後の水需要の見通し、②更新需要見通し、③財政収支見通し、④計画の見直
しを考慮した３０～４０年の中⾧期計画の策定を、国庫補助事業の申請要件とする方向と通知があったことから、
同計画にも対応ができるよう検討。
ポテンシャル調査の目的

検討方法

鳥取県営工業用水道事業の経営改善や効率的運営を達成すること
を目的として、様々な民間活力手法等を検討し、現状の課題等を洗
い出すためのポテンシャル調査を実施

工業用水道事業への包括的民間委託及びコンセッション等による
経営改善策の検討

検討内容

（１）ヒト・モノ・カネに関する現状と将来の見通しの整理及び事
業の抱える問題点の把握

（２）現状の問題点の解決に資するPPP/PFI手法の検討
（３）PPP/PFI手法を適用した場合の事業に与える影響の試算



民間活力等ポテンシャル調査結果（令和７年度）
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○調査の結果、現行の料金では、運転管理に係る費用を料金収入だけでまかなうことができず、ＰＰＰ／ＰＦＩの
導入は困難。将来的な資金ショートを回避し、持続可能な事業運営を可能とするためには、今後見込まれる費用、
物価上昇および金利上昇を考慮し、段階的な料金値上げが必要。（※中東情勢による物価高は未反映）

○ただ、民間活力導入により経費削減となる可能性もあるため、今年度、本県に適した民間活力導入に向けて、活
力導入可能性調査を実施中。

検討結果
（１）将来的な資金ショートを回避し、持続可能な事業運営を可能とする

ためには、今後見込まれる日野川工業用水道バイパス管整備費用、物
価上昇および金利上昇を考慮し、段階的な料金値上げが必要となる。

〇令和８年度に、民間活力導入可能性調査を実施
（マーケットサウンディング等を行い本県の工業用水道事業
への導入可能性が高い事業スキームを検討）

〇令和９年度以降 公募、民間活力導入

（２）民間活力導入した場合の工業用水道事業
ア 前提条件
工業用水道事業の管理・更新一体マネジメント方式（更新支援型）を１０年間実施
※維持管理情報の反映及び民間ノウハウの活用による更新計画の最適化が期待できるとともに、
ＰＦＩ事業が迅速に開始することが可能であるため最適な手法として選定。

イ 概略ＶＦＭ※1 及び総合評価
○鳥取地区及び日野川工業用水道事業の運営については、ＰＰＰ／ＰＦＩ手法の導
入には、概略ＶＦＭがマイナスとなり経営改善効果は期待できない。

○日野川工業用水道事業のバイパス管路の整備費用については、ＤＢ方式※2 を導
入することにより工事期間の短縮および工事費の削減が期待できる。

ウ 他事業とのバンドリング
電気事業や市上水道事業とのバンドリングは、事業規模の確保と相乗効果が期待
できるが、参画できる民間事業者が限られることや、合意形成に課題がある。

（Ｂ）及び日野川工業用水道バイ
パス管路工事DBO※3

（Ａ）及び日野川工業
用水道事業（Ｂ）

鳥取地区工業用水道事業（Ａ）

-0.3% -2.8%-8.6%概略ＶＦＭ

日野川工業用水道バイパス管路工
事ＤＢＯを事業範囲に含めること
で、事業規模が相対的に最も大き
くなり、ＶＦＭがプラスとなる可
能性がある。

（A）よりも事業規模
を確保することができ、
効率性に一定の期待が
できる。

単一事業のみのため、事業規
模が小さく、民間事業者の参
入が無い可能性がある。

総合評価

※１ＶＦＭとは、従来と比べてPFI の方が総事業費をどれだけ削減できるかを示す割合
※２ＤＢ方式は、設計・施工を一括して発注する方式
※３ＤＢＯ方式は、設計・施工に加え施設の維持管理を一括して発注する方式

R35R34R32R31R29R26R20R17R14R11R8R7

⇒79⇒74⇒⇒69666156⇒53鳥取地区

48⇒46⇒4543383532302320日野川

＜料金値上げ試算＞ 単位:円／㎥



料金値上げ幅を抑制するための企業局による取組
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【売上確保策】
（１）契約水量の増加に向けた取組み

①工水配管沿線の企業への地道な営業活動
工水配管沿線企業を中心に、既ユーザー様

と類似する業種の企業に対して、工業用水に
よる費用削減効果、雑用水への活用等、工業
用水のメリットを積極的にPRし工水利用を働
きかけていきます。

②工業用水利用促進事業費補助金の拡充検討
工業用水導入を促進するためイニシャルコ

スト負担の更なる軽減できないか、企業の声
を聴いてニーズを踏まえた補助金の内容を検
討します。

（２）工業用水道料金の値上げに向けた取組み
昨今の物価高騰等を踏まえ、経営の持続の

ための料金値上げの必要性、既ユーザー様と
丁寧なコミュニケーションをとりながら、
条例改正に向かいます。



料金値上げ幅を抑制するための企業局による取組
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【工事費・運営費削減策】
（１）PPP/PFIによる経費削減の取組み

今年度実施するPPP/PFI手法の導入可能性調査の結果を踏まえ、民間活力導入による経費削減の手法を検討
します。

【検討内容】
・鳥取地区工業用水道事業（運営）・日野川工業用水道事業（運営）
・日野川工業用水道バイパス管路工事事業（整備）

【運営費削減策】
（１）民間提案事業サポートデスクによる経費削減

事業者様等からの業務効率化や負担軽減策の提案を受付けています。

【県ホームページ】
https://www.pref.tottori.lg.jp/295899.htm



料金値上げ幅を抑制するための企業局による取組
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＜これまでの取組＞
○ポンプの予防保全から事後保全への変更
・原水ポンプの５年周期でのオーバー
ホールを取り止め、故障時には予備機
への更新でランニングコストを低減

○空調費（動力費）の削減
・コンプレッサー室の排熱をスポット排気装置を併用することで、
エアコンの効率的な運転により電力使用量（動力費）を低減

・遮光フィルムを利用した遮熱により空調効率の改善

＜これまでの取組＞
○薬品注入量を効率的な注入により水質の安定確保
と薬品費の低減
・濁質処理に使用する薬品（ポリ塩化
アルミニウム）注入量を必要最小限と
なるよう濁質処理実績を考慮した
きめ細かな設定変更で薬品費を低減

○工業用水道の監視を省人化
・発電所の監視と併せて工業用水施設を監視することで省人化

原水ポンプ予備機

西側面窓遮光フィルム貼付 発電所監視

工業用水監視
スポット排気 執務室遮光フィルム貼付



料金値上げ幅を抑制するための企業局による取組（将来検討）
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＜将来検討１＞
○送水（揚水）ポンプのダウンサイジング及びイン
バータ化（将来）

（※現在の需要量に対して送水能力が大きいため、更新時期に合わ
せてポンプ出力の低減と台数の見直し）
110kW;6.6㎥/分・2台 → 55kW;3.3㎥/分・２台又は３台

＜将来検討２＞
○浄水場内の太陽光発電を需要電力に充当（将来）

（ＦＩＴ期間終了後は、電気事業から工水事業への移管を検討
年間発電電力量:123MWhを需要量(R7):1,071MWhに充当

ソーラー
パネル

現行の送水（揚水）
ポンプ 110kW

（設置イメージ）
過去使用の
ポンプ 37kW

以下の対応により、経費比率の高い動力費の低減を検討



工業用水の水質監視強化対策（水質測定器の追加導入）
１ 概要・目的
・昨年８月の水質変化を受け、皆様に一層安全・安心してご利用いただけるよう水質監視の強化を図る

２ これまでの取り組み
・水質異常時の緊急連絡体制を整備
・昨年９月中旬、以下の内容を全ユーザー様に通知
３５mS(ﾐﾘｼﾞｰﾒﾝｽ)/mを超えた場合は、全ユーザー様に緊急連絡し、ユーザー様側で必要な対応をしていただく
・その後、電気伝導率に加え、塩化物イオン濃度を平日毎日２回、測定中

３ 水質監視強化策
・電気伝導率、塩化物イオン濃度の２項目について、常時
測定可能な測定器を原水及び浄水に個別に設置する

・上記により水質データを常時監視し、水質異常の早期
検知・ユーザーの皆様への早期通報を図る

４ 導入スケジュール
・令和８年７月中旬 水質測定器の追加導入に係る契約済み
・令和８年８～１０月 機器製作、１１～２月 施工
・令和９年２月完成予定（極力早期の完成を目指す）

原水:沈砂池

浄水:浄水池

塩化物イオン濃度計

検出器 表示器

検出器

電気伝導率計

表示器
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今後の予定
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（１）既ユーザー様との協定書締結
昨年度、鳥取地区工業用水道で、河川の水質変化の情報共有が遅延したことにより、製品被害が拡大した

ことを受け、既ユーザー様と緊急時の連絡体制や管理責任の範囲等を改めて確認するため、協定書を締結し
たいと考えています。

（２）新規ユーザーの撤退負担金の検討
鳥取地区及び日野川工業用水道両事業とも、大口ユーザーの撤退が相次いだことから、ユーザーの撤退等

による契約解除に伴う料金収入の減少が、工業用水道事業の健全な運営に支障を来すことのないよう、撤退
負担金の導入を検討します。

（３）毎年度説明会を実施
工業用水道事業の経営状況等について、既ユーザー様と丁寧なコミュニケーションをとるため、毎年度説

明会を実施していきます。


